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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　マルチモードでレーザ光を出力する複数のマルチモード半導体レーザと、
　前記複数のレーザ光を合波して出力する光合波器と、
　前記複数のマルチモード半導体レーザと前記光合波器とを接続し、コア部と、前記コア
部の外周に形成されたクラッド部と、前記クラッド部の外周を覆う被覆部とを備えるマル
チモード光ファイバと、
　前記マルチモード光ファイバに形成され、所定の曲げ長さ、かつ、所定の第１曲げ半径
で曲げた第１曲げ部と、
　前記第１曲げ部において前記被覆部の外側に形成され前記マルチモード光ファイバの熱
を放熱する放熱部と、
　前記第１曲げ部と前記光合波器との間の前記マルチモード光ファイバに形成され、所定
の第２曲げ半径で曲げた第２曲げ部と、を備え、
　前記第１曲げ部において曲げにより漏れ易い成分の光が漏れて熱となり、前記放熱部か
ら放熱されることによって、前記第２曲げ部における温度上昇が抑制されることを特徴と
するレーザ装置。
【請求項２】
　前記第２曲げ部における温度上昇の抑制量が１０℃以上であることを特徴とする請求項
１に記載のレーザ装置。
【請求項３】
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　前記第２曲げ半径の変化に対する温度上昇の変化割合が、当該第２曲げ半径を値として
含む５ｍｍの範囲内において、３０℃／５ｍｍ以下に抑制されていることを特徴とする請
求項１に記載のレーザ装置。
【請求項４】
　前記第２曲げ半径の変化に対する温度上昇の変化割合が、当該第２曲げ半径を値として
含む５ｍｍの範囲内において、１０℃／５ｍｍ以下に抑制されていることを特徴とする請
求項３に記載のレーザ装置。
【請求項５】
　前記第２曲げ半径の変化に対する温度上昇の変化割合が、当該第２曲げ半径を値として
含む５ｍｍの範囲内において、２℃／５ｍｍ以上残存していることを特徴とする請求項２
または請求項３に記載のレーザ装置。
【請求項６】
　前記マルチモード光ファイバの前記第１曲げ部より前記マルチモード半導体レーザ側に
おける最小の曲げ半径をＲ０、前記第１曲げ半径をＲ１、前記第２曲げ半径をＲ２、とす
ると、Ｒ１≦Ｒ２＜Ｒ０が成り立つことを特徴とする請求項１～５のいずれか一つに記載
のレーザ装置。
【請求項７】
　前記曲げ長さは、π×前記第１曲げ半径以上であることを特徴とする請求項１～６のい
ずれか一つに記載のレーザ装置。
【請求項８】
　前記第１曲げ部における光損失は、０．２ｄＢ以下であることを特徴とする請求項１～
７のいずれか一つに記載のレーザ装置。
【請求項９】
　前記第２曲げ半径は、前記マルチモード光ファイバの規格で定められた許容曲げ半径で
あることを特徴とする請求項１～８のいずれか一つに記載のレーザ装置。
【請求項１０】
　マルチモードでレーザ光を出力する複数のマルチモード半導体レーザと、
　前記複数のレーザ光を合波して出力する光合波器と、
　前記複数のマルチモード半導体レーザと前記光合波器とを接続し、コア部と、前記コア
部の外周に形成されたクラッド部と、前記クラッド部の外周を覆う被覆部とを備えるマル
チモード光ファイバと、
　前記マルチモード光ファイバに形成され、所定の曲げ長さ、かつ、所定の第１曲げ半径
で曲げた第１曲げ部と、
　前記第１曲げ部において前記被覆部の外側に形成され前記マルチモード光ファイバの熱
を放熱する放熱部と、
　前記第１曲げ部と前記光合波器との間の前記マルチモード光ファイバに形成され、所定
の第２曲げ半径で曲げた第２曲げ部と、を備え、
　前記マルチモード光ファイバの前記第１曲げ部より前記マルチモード半導体レーザ側に
おける最小の曲げ半径をＲ０［ｍｍ］、前記第１曲げ半径をＲ１［ｍｍ］、前記第２曲げ
半径をＲ２［ｍｍ］、とすると、Ｒ１－５［ｍｍ］≦Ｒ２かつＲ１＜Ｒ０が成り立ち、
　前記第１曲げ部において曲げにより漏れ易い成分の光が漏れて熱となり、前記放熱部か
ら放熱されることによって、前記第２曲げ部における温度上昇が抑制されることを特徴と
するレーザ装置。
【請求項１１】
　Ｒ１≦Ｒ２かつＲ１＜Ｒ０が成り立つことを特徴とする請求項１０に記載のレーザ装置
。
【請求項１２】
　Ｒ１≦Ｒ２＜Ｒ０が成り立つことを特徴とする請求項１１に記載のレーザ装置。
【請求項１３】
　前記第１曲げ半径は、５０ｍｍ以下であることを特徴とする請求項１０～１２のいずれ
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か一つに記載のレーザ装置。
【請求項１４】
　前記曲げ長さは、πＲ１以上であることを特徴とする請求項１０～１３のいずれか一つ
に記載のレーザ装置。
【請求項１５】
　前記第１曲げ部において、前記マルチモード半導体レーザから前記マルチモード光ファ
イバに入力された光のうち、前記コア部を伝搬する高次のコアモードの光が除去されるこ
とを特徴とする請求項１０～１４のいずれか一つに記載のレーザ装置。
【請求項１６】
　前記第１曲げ部における光損失は、０．２ｄＢ以下であることを特徴とする請求項１０
～１５のいずれか一つに記載のレーザ装置。
【請求項１７】
　前記第２曲げ部において、前記マルチモード光ファイバを伝搬する光の曲げ損失による
前記被覆部の加熱、または、損傷が抑制されていることを特徴とする請求項１０～１６の
いずれか一つに記載のレーザ装置。
【請求項１８】
　前記第２曲げ半径は、前記マルチモード光ファイバの規格で定められた許容曲げ半径で
あることを特徴とする請求項１０～１７のいずれか一つに記載のレーザ装置。
【請求項１９】
　前記被覆部の屈折率は、前記クラッド部の屈折率より高いことを特徴とする請求項１０
～１８のいずれか一つに記載のレーザ装置。
【請求項２０】
　前記複数のマルチモード半導体レーザのうち、１つ以上のマルチモード半導体レーザの
出力する前記レーザ光の光強度は、１０Ｗ以上であることを特徴とする請求項１～１９の
いずれか一つに記載のレーザ装置。
【請求項２１】
　前記光合波器は、光ファイババンドル構造を有することを特徴とする請求項１～２０の
いずれか一つに記載のレーザ装置。
【請求項２２】
　前記放熱部は、前記被覆部の外周に形成された放熱材と、前記放熱材を介して前記マル
チモード光ファイバと接する放熱体と、を備えることを特徴とする請求項１～２１のいず
れか一つに記載のレーザ装置。
【請求項２３】
　前記放熱材には、樹脂が用いられ、前記放熱材は前記被覆部より屈折率が高いことを特
徴とする請求項２２に記載のレーザ装置。
【請求項２４】
　前記放熱材は、シリコーン系の熱伝導性コンパウンドを含むことを特徴とする請求項２
２に記載のレーザ装置。
【請求項２５】
　前記放熱体は、熱伝導性を有する板状部材であり、
　前記第１曲げ部は、前記板状の放熱体に形成された円形の溝に配置されることを特徴と
する請求項２２～２４のいずれか一つに記載のレーザ装置。
【請求項２６】
　前記放熱体は、熱伝導性を有する円筒状部材であり、
　前記第１曲げ部は、前記円筒の外周に巻き付けられることを特徴とする請求項２２～２
４のいずれか一つに記載のレーザ装置。
【請求項２７】
　請求項１～２６のいずれか１つに記載のレーザ装置と、
　前記レーザ装置の出力光を入力される増幅用光ファイバと、
　前記増幅用光ファイバの両端側に配置され、前記増幅用光ファイバで発生した光からレ
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ーザ光をレーザ発振させる光共振器を構成する光反射器と、を備えることを特徴とする光
ファイバレーザ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、レーザ装置、および、光ファイバレーザに関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　近年、様々な高出力のレーザ装置が実用化されている。特に高出力なレーザ装置として
、コア部に希土類元素が添加された光ファイバを増幅媒体とした光ファイバレーザが注目
され、金属の加工等に使用されている。このような高出力なレーザ装置においては、１０
Ｗを超えるような高強度のレーザ光が光ファイバに入力される。
【０００３】
　ここで、高強度のレーザ光が光ファイバに入力すると、光ファイバの曲がり部で光ファ
イバの加熱や損傷が生じる場合があるという課題がある。これは、光ファイバを伝搬する
光が光ファイバの曲がり部において、曲げ損失として光ファイバの被覆部へと漏れ、この
漏れ光を吸収した被覆部が加熱し、さらには、損傷するためである。この様な曲げ損失に
よる光ファイバの加熱や損傷は、光ファイバに入力された光のうち、光ファイバのクラッ
ド部に結合したクラッドモードで伝搬する光が原因であると考えられている。そのため、
クラッドモードで伝搬する光を低減する技術が開示されている（たとえば、特許文献１参
照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１０－２６０８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、クラッドモードで伝搬する光を低減したとしても、光ファイバの曲がり
部で加熱や損傷が生じる場合があるという課題があることが、本発明者らによって見出さ
れた。
【０００６】
　本発明は、上記に鑑みてなされたものであって、信頼性が高く、かつ、小型化できるレ
ーザ装置、および、光ファイバレーザを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上述した課題を解決し、目的を達成するために、本発明の一態様に係るレーザ装置は、
マルチモードでレーザ光を出力する複数のマルチモード半導体レーザと、前記複数のレー
ザ光を合波して出力する光合波器と、前記複数のマルチモード半導体レーザと前記光合波
器とを接続し、コア部と、前記コア部の外周に形成されたクラッド部と、前記クラッド部
の外周を覆う被覆部とを備えるマルチモード光ファイバと、前記マルチモード光ファイバ
に形成され、所定の曲げ長さ、かつ、所定の第１曲げ半径で曲げた第１曲げ部と、前記第
１曲げ部において前記被覆部の外側に形成され前記マルチモード光ファイバの熱を放熱す
る放熱部と、前記第１曲げ部と前記光合波器との間の前記マルチモード光ファイバに形成
され、所定の第２曲げ半径で曲げた第２曲げ部と、を備え、前記放熱部からの放熱によっ
て、前記第２曲げ部における温度上昇が抑制されることを特徴とする。
【０００８】
　また、本発明の一態様に係るレーザ装置は、上記発明において、前記第２曲げ部におけ
る温度上昇の抑制量が１０℃以上であることを特徴とする。
【０００９】
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　また、本発明の一態様に係るレーザ装置は、上記発明において、前記第２曲げ半径の変
化に対する温度上昇の変化割合が、当該第２曲げ半径を中心値として含む５ｍｍの範囲内
において、３０℃／５ｍｍ以下に抑制されていることを特徴とする。
【００１０】
　また、本発明の一態様に係るレーザ装置は、上記発明において、前記第２曲げ半径の変
化に対する温度上昇の変化割合が、当該第２曲げ半径を中心値として含む５ｍｍの範囲内
において、１０℃／５ｍｍ以下に抑制されていることを特徴とする。
【００１１】
　また、本発明の一態様に係るレーザ装置は、上記発明において、前記第２曲げ半径の変
化に対する温度上昇の変化割合が、当該第２曲げ半径を中心値として含む５ｍｍの範囲内
において、２℃／５ｍｍ以上残存していることを特徴とする。
【００１２】
　また、本発明の一態様に係るレーザ装置は、上記発明において、前記マルチモード光フ
ァイバの前記第１曲げ部より前記マルチモード半導体レーザ側における最小の曲げ半径を
Ｒ０、前記第１曲げ半径をＲ１、前記第２曲げ半径をＲ２、とすると、Ｒ１≦Ｒ２＜Ｒ０
が成り立つことを特徴とする。
【００１３】
　また、本発明の一態様に係るレーザ装置は、上記発明において、前記曲げ長さは、π×
前記第１曲げ半径以上であることを特徴とする。
【００１４】
　また、本発明の一態様に係るレーザ装置は、上記発明において、前記第１曲げ部におけ
る光損失は、０．２ｄＢ以下であることを特徴とする。
【００１５】
　また、本発明の一態様に係るレーザ装置は、上記発明において、前記第２曲げ半径は、
前記マルチモード光ファイバの規格で定められた許容曲げ半径であることを特徴とする。
【００１６】
　また、本発明の一態様に係るレーザ装置は、マルチモードでレーザ光を出力する複数の
マルチモード半導体レーザと、前記複数のレーザ光を合波して出力する光合波器と、前記
複数のマルチモード半導体レーザと前記光合波器とを接続し、コア部と、前記コア部の外
周に形成されたクラッド部と、前記クラッド部の外周を覆う被覆部とを備えるマルチモー
ド光ファイバと、前記マルチモード光ファイバに形成され、所定の曲げ長さ、かつ、所定
の第１曲げ半径で曲げた第１曲げ部と、前記第１曲げ部において前記被覆部の外側に形成
され前記マルチモード光ファイバの熱を放熱する放熱部と、前記第１曲げ部と前記光合波
器との間の前記マルチモード光ファイバに形成され、所定の第２曲げ半径で曲げた第２曲
げ部と、を備え、前記マルチモード光ファイバの前記第１曲げ部より前記マルチモード半
導体レーザ側における最小の曲げ半径をＲ０［ｍｍ］、前記第１曲げ半径をＲ１［ｍｍ］
、前記第２曲げ半径をＲ２［ｍｍ］、とすると、Ｒ１－５［ｍｍ］≦Ｒ２かつＲ１＜Ｒ０
が成り立つことを特徴とする。
【００１７】
　また、本発明の一態様に係るレーザ装置は、上記発明において、Ｒ１≦Ｒ２かつＲ１＜
Ｒ０が成り立つことを特徴とする。
【００１８】
　また、本発明の一態様に係るレーザ装置は、上記発明において、Ｒ１≦Ｒ２＜Ｒ０が成
り立つことを特徴とする。
【００１９】
　また、本発明の一態様に係るレーザ装置は、上記発明において、前記第１曲げ半径は、
５０ｍｍ以下であることを特徴とする。
【００２０】
　また、本発明の一態様に係るレーザ装置は、上記発明において、前記曲げ長さは、πＲ
１以上であることを特徴とする。
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【００２１】
　また、本発明の一態様に係るレーザ装置は、上記発明において、前記第１曲げ部におい
て、前記マルチモード半導体レーザから前記マルチモード光ファイバに入力された光のう
ち、前記コア部を伝搬する高次のコアモードの光が除去されることを特徴とする。
【００２２】
　また、本発明の一態様に係るレーザ装置は、上記発明において、前記第１曲げ部におけ
る光損失は、０．２ｄＢ以下であることを特徴とする。
【００２３】
　また、本発明の一態様に係るレーザ装置は、上記発明において、前記第２曲げ部におい
て、前記マルチモード光ファイバを伝搬する光の曲げ損失による前記被覆部の加熱、また
は、損傷が抑制されていることを特徴とする。
【００２４】
　また、本発明の一態様に係るレーザ装置は、上記発明において、前記第２曲げ半径は、
前記マルチモード光ファイバの規格で定められた許容曲げ半径であることを特徴とする。
【００２５】
　また、本発明の一態様に係るレーザ装置は、上記発明において、前記被覆部の屈折率は
、前記クラッド部の屈折率より高いことを特徴とする。
【００２６】
　また、本発明の一態様に係るレーザ装置は、上記発明において、前記複数のマルチモー
ド半導体レーザのうち、１つ以上のマルチモード半導体レーザの出力する前記レーザ光の
光強度は、１０Ｗ以上であることを特徴とする。
【００２７】
　また、本発明の一態様に係るレーザ装置は、上記発明において、前記光合波器は、光フ
ァイババンドル構造を有することを特徴とする。
【００２８】
　また、本発明の一態様に係るレーザ装置は、上記発明において、前記放熱部は、前記被
覆部の外周に形成された放熱材と、前記放熱材を介して前記マルチモード光ファイバと接
する放熱体と、を備えることを特徴とする。
【００２９】
　また、本発明の一態様に係るレーザ装置は、上記発明において、前記放熱材には、樹脂
が用いられ、前記放熱材は前記被覆部より屈折率が高いことを特徴とする。
【００３０】
　また、本発明の一態様に係るレーザ装置は、上記発明において、前記放熱材は、シリコ
ーン系の熱伝導性コンパウンドを含むことを特徴とする。
【００３１】
　また、本発明の一態様に係るレーザ装置は、上記発明において、前記放熱体は、熱伝導
性を有する板状部材であり、前記第１曲げ部は、前記板状の放熱体に形成された円形の溝
に配置されることを特徴とする。
【００３２】
　また、本発明の一態様に係るレーザ装置は、上記発明において、前記放熱体は、熱伝導
性を有する円筒状部材であり、前記第１曲げ部は、前記円筒の外周に巻き付けられること
を特徴とする。
【００３３】
　また、本発明の一態様に係る光ファイバレーザは、上記発明のレーザ装置と、前記レー
ザ装置の出力光を入力される増幅用光ファイバと、前記増幅用光ファイバの両端側に配置
され、前記増幅用光ファイバで発生した光からレーザ光をレーザ発振させる光共振器を構
成する光反射器と、を備えることを特徴とする。
【発明の効果】
【００３４】
　本発明によれば、信頼性が高く、かつ、小型化できるレーザ装置、および、光ファイバ
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レーザを実現することができる。
【図面の簡単な説明】
【００３５】
【図１】図１は、本発明の実施の形態に係るレーザ装置を側面側から見た模式的な構成図
である。
【図２】図２は、図１に示したレーザ装置の励起レーザ部の模式的な構成図である。
【図３】図３は、図２に示した励起レーザ部の放熱部の模式的な構成図である。
【図４】図４は、図１に示したレーザ装置の構成を表す概略図である。
【図５】図５は、マルチモード光ファイバの曲げ半径と温度上昇との関係を測定する実験
系の構成を表す概略図である。
【図６】図６は、第１曲げ部においてマルチモード光ファイバを曲げない場合の塗布長と
マルチモード光ファイバの温度上昇値との関係を表す図である。
【図７】図７は、塗布長が３０ｍｍである場合のマルチモード光ファイバの第１曲げ半径
Ｒ１とマルチモード光ファイバの温度上昇値との関係を表す図である。
【図８】図８は、マルチモード光ファイバの第１曲げ半径Ｒ１が２５ｍｍまたは３０ｍｍ
である場合の曲げ長さとマルチモード光ファイバの温度上昇値との関係を表す図である。
【図９】図９は、第１曲げ部が有る場合と無い場合における、マルチモード光ファイバの
第２曲げ半径Ｒ２とマルチモード光ファイバの温度との関係を表す図である。
【図１０】図１０は、ＮＡが０．１５のマルチモード光ファイバにおけるレーザ出力の違
いが光ファイバ温度上昇値に与える影響を示す図である。
【図１１】図１１は、ＮＡが０．２２のマルチモード光ファイバにおけるレーザ出力の違
いが光ファイバ温度上昇値に与える影響を示す図である。
【図１２】図１２は、ＮＡが０．１５の場合における、第２曲げ半径Ｒ２に対する光ファ
イバ温度上昇値を示す図である。
【図１３】図１３は、ＮＡが０．２２の場合における、第２曲げ半径Ｒ２に対する光ファ
イバ温度上昇値を示す図である。
【図１４】図１４は、マルチモード光ファイバにおける光の伝搬の様子を表す説明図であ
る。
【図１５】図１５は、変形例に係る励起レーザ部の放熱部の模式的な構成図である。
【発明を実施するための形態】
【００３６】
　以下に、図面を参照して本発明に係るレーザ装置、および、光ファイバレーザの実施の
形態を説明する。なお、この実施の形態によりこの発明が限定されるものではない。また
、図面の記載において、同一または対応する要素には適宜同一の符号を付している。また
、図面は模式的なものであり、各要素の寸法の関係、各要素の比率などは、現実と異なる
場合があることに留意する必要がある。図面の相互間においても、互いの寸法の関係や比
率が異なる部分が含まれている場合がある。
【００３７】
（実施の形態）
　まず、本発明の実施の形態に係る光ファイバレーザであるレーザ装置について説明する
。図１は、本発明の実施の形態に係るレーザ装置を側面側から見た模式的な構成図である
。図１に示すとおり、レーザ装置１００は、基板１０と、基板１０の裏面に配置された励
起レーザ部２０と、励起レーザ部２０に接続されたマルチモード光ファイバ３０と、基板
１０の表面に配置されマルチモード光ファイバ３０と接続された光合波器４０と、基板１
０の表面に配置され順次接続されたダブルクラッド光ファイバ５０、希土類添加光ファイ
バ６０、ダブルクラッド光ファイバ７０、融着接続部８０、シングルモード光ファイバ９
０と、を備える。
【００３８】
　基板１０は、その両面に各種素子を固定することにより、片面のみに各種素子を固定す
るよりもレーザ装置１００を小型化することができる。また、基板１０は、アルミニウム
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等の各種の金属板であってよいが、これに限定されない。基板１０は、レーザ装置１００
を収容するための不図示の筐体と一体として構成されていてもよい。また、基板１０は、
レーザ装置１００内の温度上昇を抑制するため、熱伝導性を有することが好ましく、アル
ミニウム（Ａｌ）等の熱伝導性が高い材質からなることがより好ましい。また、基板１０
は、内部に冷却水を循環させる循環路を備える水冷構造としてもよいし、側面の或る箇所
から当該側面または他の側面の別の箇所に貫通するように形成され、かつその内壁にフィ
ンを有する送風路（ダクト）を備える強制空冷構造としてもよい。
【００３９】
　励起レーザ部２０は、基板１０の裏面に固定されたマルチモード（横マルチモード）で
レーザ光を出力する複数のマルチモード半導体レーザを備える。図２は、図１に示したレ
ーザ装置の励起レーザ部の模式的な構成図である。図２に示すように、励起レーザ部２０
は、１２個のマルチモード半導体レーザ２１－１～１２を備え、各マルチモード半導体レ
ーザ２１－１～１２は、基板１０上に固定されている。各マルチモード半導体レーザ２１
－１～１２の出力光強度は、１０Ｗ以上であってよい。さらに、各マルチモード半導体レ
ーザ２１－１～１２の出力光強度は、より高強度であってもよく、たとえば、２０Ｗ以上
、または、５０Ｗ以上であってよい。なお、マルチモード半導体レーザの数は、たとえば
、１２個であるが、６個、または、１８個などであってよく、適宜選択することができる
。
【００４０】
　マルチモード光ファイバ３０は、１２本のマルチモード光ファイバ３０－１～１２を有
し、各マルチモード光ファイバ３０－１～１２は、それぞれマルチモード半導体レーザ２
１－１～１２と、光合波器４０とを接続する。
【００４１】
　各マルチモード光ファイバ３０－１～１２は、コア部と、コア部の外周に形成されたク
ラッド部と、クラッド部の外周を覆う被覆部とを備えるマルチモード光ファイバである。
被覆部の屈折率は、たとえば、クラッド部の屈折率より高くされている。
【００４２】
　また、マルチモード光ファイバ３０－１～１２の規格で定められた許容曲げ半径をＲｍ

ｉｎとする。この許容曲げ半径Ｒｍｉｎは、光ファイバを配置する際の光損失が十分少な
い最小の曲げ半径として、光ファイバの製造者などによって所定の波長に対して定められ
た値である。許容曲げ半径Ｒｍｉｎは種々の定義があるが、たとえば、許容曲げ半径Ｒｍ

ｉｎは、光ファイバを曲げ半径Ｒｍｉｎで１０回巻いたとき、所定の波長の光における曲
げ損失が、０．５ｄＢ以下となる曲げ半径であると定義することができる。また、各マル
チモード光ファイバ３０－１～１２のＮＡ（Ｎｕｍｅｒｉｃａｌ　Ａｐｅｒｔｕｒｅ）は
、たとえば、０．１５、または、０．２２であってよい。
【００４３】
　図２に示すように、各マルチモード半導体レーザ２１－１～１２に接続されたマルチモ
ード光ファイバ３０－１～１２は、基板１０上に複数（たとえば３本ずつ）束ねて固定さ
れる。ただし、ここでは、各マルチモード光ファイバ３０－１～１２が、被覆部ごと束ね
られているにすぎず、光学的に結合されているわけではない。また、マルチモード光ファ
イバ３０－１～１２は、束ねた状態で基板１０に固定されているものに限られず、基板１
０に個別に固定されていてもよい。つぎに、マルチモード光ファイバ３０－１～３は、光
除去部３０ａ－１を経由し、マルチモード光ファイバ３０－４～６は、光除去部３０ａ－
２を経由し、マルチモード光ファイバ３０－７～９は、光除去部３０ａ－３を経由し、マ
ルチモード光ファイバ３０－１０～１２は、光除去部３０ａ－４を経由し、１２本のマル
チモード光ファイバ３０－１～１２が束ねられる。ただし、ここでも、各マルチモード光
ファイバ３０－１～１２が、被覆部ごと束ねられているにすぎず、光学的に結合されてい
るわけではない。
【００４４】
　光除去部３０ａ－１～４は、図２に示すように、各マルチモード光ファイバ３０－１～
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１２に形成され、所定の曲げ長さ、かつ、所定の第１曲げ半径Ｒ１で曲げた第１曲げ部３
０ａａ－１～４を備える。図２において、マルチモード光ファイバ３０－１～１２におけ
る、円形に曲げられている部分が第１曲げ部３０ａａ－１～４である。各光除去部３０ａ
－１～４の曲げ長さ、および、第１曲げ半径Ｒ１は、同一であってもよいが、互いに異な
る値でもよく、たとえば、マルチモード光ファイバ３０－１～１２に入力する光強度に合
わせて調整してもよい。
【００４５】
　第１曲げ部３０ａａ－１～４の曲げ長さは、たとえば、πＲ１以上であってよく、より
好ましくは、２πＲ１以上であってよい。第１曲げ部３０ａａ－１～４の曲げ長さは、図
２において、マルチモード光ファイバ３０－１～１２が、第１曲げ部３０ａａ－１～４を
半周する場合、πＲ１であり、マルチモード光ファイバ３０－１～１２が、第１曲げ部３
０ａａ－１～４を１．５周する場合、３πＲ１である。ただし、曲げ長さは、マルチモー
ド光ファイバ３０－１～１２および第１曲げ部３０ａａ－１～４の配置を適宜変更するこ
とにより、たとえば、２πＲ１などの任意の値に設定することができる。第１曲げ半径Ｒ
１は、たとえば、５０ｍｍ以下であってよく、より好ましくは、２５ｍｍ以下である。ま
た、曲げ長さおよび第１曲げ半径Ｒ１を適切に設定することにより、各第１曲げ部３０ａ
ａ－１～４における光損失が、たとえば、０．２ｄＢ以下、より好ましくは、０．１ｄＢ
以下とされていてもよい。
【００４６】
　さらに、光除去部３０ａ－１～４は、第１曲げ部３０ａａ－１～４におけるマルチモー
ド光ファイバ３０－１～１２の被覆部の外側に形成されマルチモード光ファイバ３０－１
～１２の熱を放熱する放熱部を備える。そして、放熱部は、マルチモード光ファイバ３０
－１～１２の被覆部の外周に形成された放熱材と、放熱材を介してマルチモード光ファイ
バ３０－１～１２と接する放熱体とを備える。図３は、図２に示した励起レーザ部の放熱
部の模式的な構成図である。図３は、図２のＡ－Ａ線断面図に対応する。図３に示すよう
に、放熱部１１の放熱体１１ａには、溝１１ａａが設けられている。この溝１１ａａは、
図２に示した光除去部３０ａ－１～４のように、半径がほぼ第１曲げ半径Ｒ１である円形
に形成されている。そして、溝１１ａａの内部にマルチモード光ファイバ３０－１～３が
配置されている。さらに、マルチモード光ファイバ３０－１～３は、放熱材１１ｂにより
溝１１ａａの内部に固定されている。例えば、放熱体１１ａは熱伝導性を有する板状部材
である基板１０と一体に構成されており、この溝内にマルチモード光ファイバ３０－１～
３が配置される。このとき、マルチモード光ファイバ３０－１～３が発する熱は、放熱材
１１ｂを介して、放熱体１１ａに放熱される。なお、本実施の形態では、光除去部３０ａ
－１～４はいずれも図３に示した構成の放熱部１１を有するが、放熱部の構成は光除去部
３０ａ－１～４で互いに異なっていてもよい。
【００４７】
　放熱部１１の放熱材１１ｂには、樹脂が用いられ、また、放熱材１１ｂはマルチモード
光ファイバ３０－１～１２の被覆部より屈折率が高い。これにより、マルチモード光ファ
イバ３０－１～１２のコア部から漏れた光を被覆部が効率よく吸収する。また、放熱材１
１ｂは、たとえば、シリコーン系の熱伝導性コンパウンドを含む材料であってもよい。さ
らに、放熱材１１ｂは、熱伝導率が０．５Ｗ／ｍ・Ｋ以上の材料であってもよい。このと
き、被覆部の光吸収による熱が、効率的に放熱体１１ａに伝導し、マルチモード光ファイ
バ３０－１～１２の加熱、および、損傷が抑制される。また、放熱材１１ｂは、マルチモ
ード半導体レーザ２１－１～１２の出力するレーザ光に対する吸収係数が小さいことが好
ましい。これによって、放熱材１１ｂの光吸収による温度上昇が抑制され、マルチモード
光ファイバ３０－１～１２の加熱、および、損傷がさらに抑制される。
【００４８】
　放熱部１１の放熱体１１ａは、アルミニウム等の金属であってよいが、熱伝導性を有す
る材料であればこれに限られない。また、放熱体１１ａは、基板１０と一体として構成さ
れていてもよいが、放熱体１１ａと基板１０とが別体として構成され、放熱体１１ａが基
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板１０上に固定されている構成であってもよい。
【００４９】
　つぎに、１２本のマルチモード光ファイバ３０－１～１２を有するマルチモード光ファ
イバ３０は、図１に示すように、励起レーザ部２０と光合波器４０との間に配置され、マ
ルチモード光ファイバ３０を所定の第２曲げ半径Ｒ２で曲げる第２曲げ部３０ｂを備えて
いる。第２曲げ部は、基板１０裏面の励起レーザ部２０と、基板１０表面のレーザ発振部
ＬＯとの間をマルチモード光ファイバ３０で接続する際に形成されるものである。このよ
うに、基板１０の両面に各種素子を固定することで、レーザ装置１００を小型化すること
ができる。第２曲げ半径Ｒ２は、たとえば、５０ｍｍ以下であってよく、より好ましくは
、２５ｍｍ以下である。また、第２曲げ半径Ｒ２は、許容曲げ半径Ｒｍｉｎであってよい
。ここで、各マルチモード光ファイバ３０－１～１２の第１曲げ部３０ａａ－１～４より
マルチモード半導体レーザ２１－１～１２側における最小の曲げ半径をＲ０とし、第１曲
げ半径Ｒ１、第２曲げ半径Ｒ２と比較すると、Ｒ１≦Ｒ２かつＲ１＜Ｒ０の関係が成り立
つが、これについては後に詳述する。なお、図２中に図示されるＲ０はマルチモード光フ
ァイバ３０－１に対するものであるが、各マルチモード光ファイバ３０－１～１２に対し
て同様にＲ０が定義される。
【００５０】
　光合波器４０は、マルチモード光ファイバ３０－１～１２から入力される複数のレーザ
光を合波して出力する。光合波器４０は、入力光を合波する機能を備えれば特に限定され
ないが、たとえば、１２本のマルチモード光ファイバ３０－１～１２が束ねられた構造で
ある光ファイババンドル構造であってよい。
【００５１】
　図４は、図１に示したレーザ装置の構成を表す概略図である。図中「×」は、光ファイ
バの融着接続点を示している。図４に示すように、ダブルクラッド光ファイバ５０および
７０は、ＦＢＧ（Ｆｉｂｅｒ　Ｂｒａｇｇ　Ｇｒａｔｉｎｇ）５０ａおよび７０ａを形成
したダブルクラッド光ファイバである。また、希土類添加光ファイバ６０は、増幅用光フ
ァイバであり、コアに希土類元素が添加されたダブルクラッド光ファイバである。そして
、ＦＢＧ５０ａおよび７０ａは、光共振器を構成し、希土類添加光ファイバ６０とともに
レーザ発振部ＬＯを構成する。
【００５２】
　なお、希土類添加光ファイバ６０コアに添加された希土類元素は、たとえばエルビウム
（Ｅｒ）、イッテルビウム（Ｙｂ）等であるが、光増幅作用を有するものであれば特に限
定はされない。また、マルチモード半導体レーザ２１－１～１２が出力するレーザ光の波
長は、希土類添加光ファイバ６０のコアに添加された希土類元素を光励起できる波長に設
定されており、希土類元素がＹｂの場合はたとえば９１５ｎｍである。また、ＦＢＧ５０
ａおよび７０ａは、レーザ発振部ＬＯにてレーザ発振させるべき波長を所定の反射率で選
択的に反射する特性を有する。
【００５３】
　ダブルクラッド光ファイバ７０は、融着接続部８０によって、シングルモード光ファイ
バ９０と融着接続されている。そして、シングルモード光ファイバ９０の一端からレーザ
装置１００の最終的な出力としてのレーザ光が出射される。
【００５４】
　つぎに、本実施の形態に係るレーザ装置１００の動作について説明する。はじめに、外
部から電流を印加された励起レーザ部２０のマルチモード半導体レーザ２１－１～１２が
、横マルチモードでレーザ光を出力する。マルチモード半導体レーザ２１－１～１２から
出力されたレーザ光は、マルチモード光ファイバ３０－１～１２に入力される。ここで、
レーザ装置１００には、光除去部３０ａ－１～４が形成されている。そして光除去部３０
ａ－１～４において、第１曲げ部３０ａａ－１～４におけるマルチモード光ファイバ３０
－１～１２が第１曲げ半径Ｒ１で曲げられる。すると、マルチモード光ファイバ３０－１
～１２を伝搬する光のうち、マルチモード光ファイバ３０－１～１２の曲げにより漏れ易
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い成分が被覆部へと漏れる。被覆部は、この漏れ光の一部を吸収して、吸収された光は熱
となる。この熱は、光除去部３０ａ－１～４の放熱部１１により放熱され、光除去部３０
ａ－１～４におけるマルチモード光ファイバ３０－１～１２の加熱は抑制される。
【００５５】
　つぎに、１２本のマルチモード光ファイバ３０－１～１２を有するマルチモード光ファ
イバ３０を伝搬する光は、第２曲げ部３０ｂを通過する。ここで、光除去部３０ａ－１～
４により、マルチモード光ファイバ３０を伝搬する光のうち、マルチモード光ファイバ３
０の曲げにより漏れ易い成分の光強度はすでに低減されている。このとき、Ｒ１≦Ｒ２の
関係が成り立っていることにより、マルチモード光ファイバ３０の第２曲げ部３０ｂにお
いて被覆部に漏れる光は十分に抑制される。これにより、第２曲げ部３０ｂにおけるマル
チモード光ファイバ３０の加熱、または、損傷が抑制される。
【００５６】
　その後、マルチモード光ファイバ３０を伝搬する光は、光合波器４０により合波され、
ダブルクラッド光ファイバ５０に入力される。そして、ダブルクラッド光ファイバ５０に
入力された光を励起光として、希土類添加光ファイバ６０とＦＢＧ５０ａおよび７０ａが
構成するレーザ発振部ＬＯがレーザ光を発振し、発振したレーザ光が、ダブルクラッド光
ファイバ７０から出力される。なお、発振するレーザ光の波長は、希土類添加光ファイバ
６０のコアに添加された希土類元素の発光波長帯に含まれる波長である。たとえば、当該
希土類元素がＹｂの場合にはたとえば１．０８μｍである。ダブルクラッド光ファイバ７
０の出力光は、融着接続部８０により、シングルモード光ファイバ９０に入力され、シン
グルモード光ファイバ９０の一端から最終的なレーザ装置１００の出力として出射される
。
【００５７】
　このように、レーザ装置１００は、マルチモード半導体レーザ２１－１～１２と第２曲
げ部３０ｂとの間に配置された光除去部３０ａ－１～４により、第２曲げ部３０ｂにおけ
るマルチモード光ファイバ３０を伝搬する光のうち、マルチモード光ファイバ３０の曲げ
により漏れ易い成分の光強度を低減している。このとき、Ｒ１≦Ｒ２の関係が成り立って
いることにより、第２曲げ部３０ｂにおいて被覆部に漏れる光は十分に抑制される。これ
により、マルチモード光ファイバ３０の第２曲げ部３０ｂにおける加熱、または、損傷が
抑制されるので、信頼性の高いレーザ装置とすることができる。また、光除去部を設けな
い場合に、マルチモード光ファイバ３０を第２曲げ半径Ｒ２で配置するとマルチモード光
ファイバ３０が加熱、または、損傷する恐れがある。しかしながら、本実施の形態に係る
レーザ装置１００においては、光除去部３０ａ－１～４により、マルチモード光ファイバ
３０を伝搬する光のうち、マルチモード光ファイバ３０の曲げにより漏れ易い成分の光を
低減しているため、マルチモード光ファイバ３０を第２曲げ半径Ｒ２で配置することがで
きる。これにより、レーザ装置１００のマルチモード光ファイバの配置の自由度が増し、
たとえば、基板１０の両面に各種素子を配置することができる。したがって、レーザ装置
１００は、小型化されたレーザ装置として構成することができる。
【００５８】
　さらに、マルチモード光ファイバ３０－１～１２の第１曲げ部３０ａａ－１～４よりも
マルチモード半導体レーザ２１－１～１２側における最小の曲げ半径をＲ０とすると、Ｒ
１＜Ｒ０が成り立つ。これによって、第１曲げ部３０ａａ－１～４よりもマルチモード半
導体レーザ２１－１～１２側においてマルチモード光ファイバ３０－１～１２に曲げ部分
があったとしても、その曲げ部分では光除去部３０ａ－１～４ほどの光の漏洩が無い。し
たがって、当該曲げ箇所でのマルチモード光ファイバ３０－１～１２の加熱、損傷が防止
されるとともに、光除去部３０ａ－１～４の効果がより確実に発揮される。
【００５９】
　以下、第１曲げ半径Ｒ１と、第２曲げ半径Ｒ２との関係、および第１曲げ半径Ｒ１と、
マルチモード光ファイバ３０－１～１２の第１曲げ部３０ａａ－１～４よりマルチモード
半導体レーザ２１－１～１２側における最小の曲げ半径であるＲ０との関係についてより
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詳細に説明する。
【００６０】
　まず、上述したように、従来ダブルクラッドファイバをクラッドモードで伝搬する光を
除去することにより、ダブルクラッドファイバの加熱、および、損傷を抑制することが提
案されている。
【００６１】
　しかしながら、本発明者らは、マルチモード光ファイバに入力する光強度がたとえば１
０Ｗを超えるような高出力下では、クラッドモードで伝搬する光を除去したとしても、マ
ルチモード光ファイバの加熱、または、損傷が生じる場合があるという課題を発見した。
そこで、本発明者らは、この課題を解決する手段を以下のように検討し、本発明を想到す
るに到った。
【００６２】
　はじめに、本発明者らが行った実験の実験系について説明する。図５は、マルチモード
光ファイバの曲げ半径と温度上昇との関係を測定する実験系の構成を表す概略図である。
図５に示すように、この実験系は、マルチモード半導体レーザ１０１と、マルチモード光
ファイバ１０２と、パワーメータ１０３とを備える。さらに、この実験系は、マルチモー
ド光ファイバ１０２に形成され、所定の曲げ長さ、かつ、所定の第１曲げ半径Ｒ１で曲げ
た第１曲げ部１０２ａａと、マルチモード光ファイバ１０２の被覆部の外側に形成されマ
ルチモード光ファイバ１０２の熱を放熱する放熱部と、を備えた光除去部１０２ａと、第
２曲げ半径Ｒ２でマルチモード光ファイバ１０２を曲げた第２曲げ部１０２ｂとを備える
。なお、マルチモード光ファイバ１０２の被覆部の屈折率は、クラッド部の屈折率より高
いものとした。また、放熱部の放熱材として、シリコーン系の熱伝導性コンパウンドを用
いた。
【００６３】
　まず、この実験系において、曲げ長さと第１曲げ半径Ｒ１とは可変とされている。この
とき、曲げ長さと、マルチモード光ファイバ１０２に放熱材を塗布する長さである塗布長
とは、同一である。つぎに、この実験系において、第２曲げ半径Ｒ２は、２５ｍｍに固定
されている。このとき、マルチモード半導体レーザ１０１からのレーザ光を入力しない場
合の第２曲げ部１０２ｂにおけるマルチモード光ファイバ１０２の温度と、レーザ光を入
力した場合の第２曲げ部１０２ｂにおけるマルチモード光ファイバ１０２の温度とを比較
し、レーザ光を入力した場合にどれだけ第２曲げ部１０２ｂにおけるマルチモード光ファ
イバ１０２の温度上昇があるかを測定した。なお、マルチモード半導体レーザ１０１から
のレーザ光出力が２５Ｗとなるように制御した。また、第２曲げ部１０２ｂにおけるマル
チモード光ファイバ１０２の温度は、熱カメラで計測した。以下において、マルチモード
光ファイバ１０２の温度上昇値とは、レーザ光を入力した場合の第２曲げ部１０２ｂにお
けるマルチモード光ファイバ１０２の温度から、レーザ光を入力しない場合の第２曲げ部
１０２ｂにおけるマルチモード光ファイバ１０２の温度を引いた値である。
【００６４】
　はじめに、第１曲げ部１０２ａａでマルチモード光ファイバ１０２を曲げずに直線とし
、塗布長のみを変化させた場合について測定した。図６は、第１曲げ部１０２ａａにおい
てマルチモード光ファイバを曲げない場合の塗布長とマルチモード光ファイバの温度上昇
値との関係を表す図である。図６に示すように、塗布長を変化させても第２曲げ部１０２
ｂにおけるマルチモード光ファイバ１０２の温度上昇値は変化しなかった。
【００６５】
　ここで、被覆部の屈折率は、クラッド部の屈折率より高いので、クラッドモードの光は
被覆部に漏れ出す。このような被覆部へ漏洩するモードの光は、放熱材を被覆部の表面に
塗布することによって被覆部外に漏れ、放熱材内部で熱に変換されて放熱される。したが
って、クラッドモードの光に起因する場合、塗布長を長くするほど、第２曲げ部１０２ｂ
におけるマルチモード光ファイバ１０２の温度上昇値は減少するはずである。ところが、
図６の結果が示すように、第２曲げ部１０２ｂにおけるマルチモード光ファイバ１０２の
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温度上昇値は、塗布長に関わらず略一定であった。これは、マルチモード光ファイバ１０
２を伝搬する光のうち、クラッドモードで伝搬する光以外の光が第２曲げ部１０２ｂにお
けるマルチモード光ファイバ１０２の温度上昇に寄与していることを示唆する。
【００６６】
　つぎに、曲げ長さを３０ｍｍに固定し、第１曲げ半径Ｒ１を変化させた場合について測
定した。図７は、塗布長が３０ｍｍである場合のマルチモード光ファイバの第１曲げ半径
Ｒ１とマルチモード光ファイバの温度上昇値との関係を表す図である。図７に示すように
、第２曲げ部１０２ｂにおけるマルチモード光ファイバ１０２の温度上昇値は、第１曲げ
半径Ｒ１が第２曲げ半径Ｒ２（２５ｍｍ）に近づくにつれて、急激に小さくなる。このよ
うに、第１曲げ半径Ｒ１と第２曲げ半径Ｒ２とが十分に近い値であると、第１曲げ部１０
２ａａにおいて、マルチモード光ファイバ１０２を伝搬する光のうち、第２曲げ部１０２
ｂにおけるマルチモード光ファイバ１０２の温度上昇に寄与する光が十分に低減されるこ
とを意味している。
【００６７】
　そして、第１曲げ半径Ｒ１が、第２曲げ半径Ｒ２の２５ｍｍと等しい２５ｍｍ、および
、第２曲げ半径Ｒ２と十分近い３０ｍｍである場合に、曲げ長さを変化させた場合につい
て測定した。図８は、マルチモード光ファイバの第１曲げ半径Ｒ１が２５ｍｍまたは３０
ｍｍである場合の曲げ長さとマルチモード光ファイバの温度上昇値との関係を表す図であ
る。
【００６８】
　図８に示すように、第１曲げ半径Ｒ１が第２曲げ半径Ｒ２に十分近い場合には、曲げ長
さを大きくするにつれて、第２曲げ部１０２ｂにおけるマルチモード光ファイバ１０２の
温度上昇値が小さくなる。ここで、第１曲げ半径Ｒ１［ｍｍ］と第２曲げ半径Ｒ２［ｍｍ
］の間に、Ｒ１－５［ｍｍ］≦Ｒ２という関係が成立している場合、第１曲げ半径Ｒ１が
第２曲げ半径Ｒ２に十分近いと考えられる。さらに、第１曲げ半径Ｒ１が３０ｍｍの場合
より、第１曲げ半径Ｒ１が２５ｍｍの場合の方が、第２曲げ部１０２ｂにおけるマルチモ
ード光ファイバ１０２の温度上昇を抑制する効果が高いことがわかる。すなわち、第１曲
げ半径Ｒ１と第２曲げ半径Ｒ２の間に、Ｒ１≦Ｒ２という関係が成立している場合、マル
チモード光ファイバ１０２の温度上昇を抑制する効果がより高い。
【００６９】
　また、図８に示すように、曲げ長さを大きくするにつれて、第２曲げ部１０２ｂにおけ
るマルチモード光ファイバ１０２の温度上昇値が小さくなっているので、第１曲げ部１０
２ａａにおける巻き数を増やす方が、マルチモード光ファイバ１０２の温度上昇を抑制す
る効果がより高まる。第１曲げ部１０２ａａにおけるマルチモード光ファイバ１０２の巻
き数を半周（曲げ長さπＲ１）以上とすれば十分効果が得られるが、巻き数を１周（曲げ
長さ２πＲ１）以上とするとことで、より一層の効果が得られる。さらに、第１曲げ部１
０２ａａにおけるマルチモード光ファイバ１０２の巻き数を２周（曲げ長さ４πＲ１）以
上とすればより好ましい。
【００７０】
　つぎに、第１曲げ部１０２ａａが有る場合と無い場合において、第２曲げ半径Ｒ２を６
０ｍｍから２５ｍｍまで減少させながら、第２曲げ部１０２ｂにおけるマルチモード光フ
ァイバ１０２の温度を測定した。図９は、第１曲げ部１０２ａａが有る場合と無い場合に
おける、マルチモード光ファイバの第２曲げ半径Ｒ２とマルチモード光ファイバの温度と
の関係を表す図である。ここで、第１曲げ部１０２ａａが有る場合とは、第１曲げ半径Ｒ
１を２５ｍｍ、塗布長を１５７ｍｍに設定した場合である。また、本実施例において第１
曲げ部１０２ａａが無い場合は、塗布長は１５７ｍｍであるが、第１曲げ部１０２ａａで
マルチモード光ファイバ１０２を曲げずに直線とした場合である。
【００７１】
　図９に示すように、第１曲げ部１０２ａａが有る場合においては、第２曲げ半径Ｒ２を
６０ｍｍから２５ｍｍまで減少させた場合にマルチモード光ファイバ１０２の温度上昇が
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観測されたが、温度は５５℃程度であり、許容範囲内であった。一方、第１曲げ部１０２
ａａが無い場合においては、第２曲げ半径Ｒ２を６０ｍｍから４０ｍｍまで減少させただ
けでマルチモード光ファイバ１０２が５０℃まで温度上昇した。
【００７２】
　なお、ＮＡが０．１５の場合の実験においては、第１曲げ部がない場合についても、そ
れに対応する位置に放熱材としてのシリコーン系熱伝導コンパウンドを塗布しているが、
図６を参照しながら説明した上記実験結果のように、第１曲げ部がない場合は、当該コン
パウンドの有無による光ファイバ温度上昇値に対する差異が実質確認されなかった。した
がって、以下で説明するＮＡが０．２２の実験においては、当該コンパウンドの塗布は行
わずに行っている。
【００７３】
　つぎに、マルチモード光ファイバ１０２のＮＡが第１曲げ部１０２ａａの有無にどのよ
うな影響を与えるかを検証した。図１０は、ＮＡが０．１５のマルチモード光ファイバ１
０２におけるレーザ出力の違いが光ファイバ温度上昇値に与える影響を示す図である。図
１１は、ＮＡが０．２２のマルチモード光ファイバ１０２におけるレーザ出力の違いが光
ファイバ温度上昇値に与える影響を示す図である。なお、図１０に示した検証実験では、
第１曲げ部は設けず、レーザ出力が異なる場合（１５Ｗ，２５Ｗ）について、第２曲げ半
径Ｒ２の変化に対する光ファイバの温度上昇値を測定している。一方、図１１に示した検
証実験では、第１曲げ部１０２ａａの有無による光ファイバ温度上昇値の比較を行ってお
り、第１曲げ部１０２ａａを設ける場合は第１曲げ半径Ｒ１を２５ｍｍとして１周（約１
５７ｍｍ）周回させ、かつ、第２曲げ部１０２ｂの半径Ｒ２を２５ｍｍとしている。
【００７４】
　図１０に示すように、ＮＡが０．１５のマルチモード光ファイバ１０２では、第１曲げ
部１０２ａａがないと、比較的低いレーザ出力であっても第２曲げ半径Ｒ２の減少に対す
る温度上昇が大きくなってしまう。一方、図１１に示すように、ＮＡが０．２２のマルチ
モード光ファイバ１０２では、第１曲げ部１０２ａａがない場合であっても、ＮＡが０．
１５の場合と比較すれば、光ファイバの温度上昇が低く抑えられている。実際、図１０と
図１１と比較すると解るように、レーザ出力が同じ約１５Ｗ付近、かつ、第１曲げ部１０
２ａａは設けず第２曲げ部を２５ｍｍとしたとき、ＮＡが０．１５の場合は第１曲げ部１
０２ａａがないと温度上昇が約２０℃以上と大きくなってしまうが、ＮＡが０．２２の場
合は第１曲げ部１０２ａａがなくても温度上昇はあまり発生しない。
【００７５】
　ただし、ＮＡが０．２２のマルチモード光ファイバ１０２であっても、レーザ出力を上
げていくと、光ファイバ温度上昇の問題が顕在化する。図１１に示すように、第１曲げ部
１０２ａａがない場合、レーザ出力の上昇に伴って、光ファイバ温度の上昇が急峻となっ
ている。したがって、レーザ出力を例えば１００数十Ｗまで上昇させた場合、たとえ、Ｎ
Ａが０．２２のマルチモード光ファイバ１０２であっても、顕著な光ファイバ温度上昇が
発生することが予想される。また、図１３の点線「高出力時の推測線」は、ＮＡが０．１
５の実験結果と０．２２の実験結果を比較し、ＮＡが０．２２の光ファイバを使用し、第
１曲げ部は設けずに、レーザ出力が１００数十Ｗになった場合のＲ２と光ファイバ温度上
昇値との関係を推測したものである。この推測線からも、レーザ出力が更に大きくなった
場合、ＮＡが０．２２となっても、光ファイバ温度上昇の問題が発生する可能性があるこ
とがわかる。このような高出力のレーザを用いる場合であっても、図１１に示すように、
本実施形態に係る第１曲げ部１０２ａａを用いれば、光ファイバ温度の急峻な上昇を抑制
することができる。
【００７６】
　ここで、マルチモード光ファイバ１０２のＮＡの違いに拘わらず共通する第１曲げ部１
０２ａａの性質について検討する。図１２および図１３は、それぞれＮＡが０．１５と０
．２２との場合における、第２曲げ半径Ｒ２に対する光ファイバ温度上昇値を示す図であ
る。図１２および図１３に示した検証実験では、第１曲げ部１０２ａａにおける第１曲げ
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半径Ｒ１を２５ｍｍとし、曲げ長さを１周（約１５７ｍｍ）としている。また、図１２に
示した検証実験では、ＮＡが０．１５のマルチモード光ファイバ１０２に対し出力約２５
Ｗのレーザ光を入力し、図１３に示した検証実験では、ＮＡが０．２２のマルチモード光
ファイバ１０２に対し出力約６４Ｗのレーザ光を入力している。
【００７７】
　図１２および図１３に示すように、ＮＡが０．２２の場合よりもＮＡが０．１５の場合
の方が、第２曲げ部１０２ｂにおける第２曲げ半径Ｒ２に対する、当該第２曲げ半径Ｒ２
を中心値として含む５ｍｍ範囲の光ファイバ温度上昇の変化割合が大きい。そして、ＮＡ
が０．１５の場合における、第２曲げ部１０２ｂにおける第２曲げ半径Ｒ２に対する、当
該第２曲げ半径Ｒ２を中心値として含む５ｍｍの範囲の光ファイバ温度上昇の変化割合の
最大値は、３０℃／５ｍｍである。したがって、第２曲げ部１０２ｂにおける第２曲げ半
径Ｒ２が外乱等の要因で変化をした場合であっても、この外乱に起因する光ファイバ温度
上昇の変化割合は３０℃／５ｍｍ以下に抑制される。
【００７８】
　さらに、図１２および図１３に示すように、第１曲げ半径Ｒ１および第２曲げ半径Ｒ２
を適切に選択することで、ＮＡが０．１５および０．２２のいずれの場合であっても、第
２曲げ部１０２ｂにおける第２曲げ半径Ｒ２に対する、当該第２曲げ半径Ｒ２を中心値と
して含む５ｍｍの範囲の光ファイバ温度上昇の変化割合を、１０℃／５ｍｍにすることが
できる。よって、第１曲げ部１０２ａａを用いれば、第２曲げ部１０２ｂにおける第２曲
げ半径Ｒ２の変動に対する光ファイバ温度上昇の変化が少ないという、信頼性が高いレー
ザ装置を実現することができる。
【００７９】
　また、図１２および図１３に示すように、第１曲げ半径Ｒ１および第２曲げ半径Ｒ２を
適切に選択することで、ＮＡが０．１５および０．２２のいずれの場合であっても、第２
曲げ部１０２ｂにおける光ファイバ温度上昇値の抑制量が１０℃以上になっている。ここ
で、光ファイバ温度上昇値の抑制量とは、第１曲げ部１０２ａａが有る場合と無い場合の
比較において、マルチモード光ファイバ１０２の温度上昇値の差のことをいう。
【００８０】
　なお、図１２および図１３に示すように、第２曲げ部１０２ｂにおける第２曲げ半径Ｒ
２に対する、当該第２曲げ半径Ｒ２を中心値として含む５ｍｍの範囲の光ファイバ温度上
昇の変化割合が２℃／５ｍｍ以上残存している。第２曲げ部１０２ｂにいて除去される光
がクラッドモードである場合、光ファイバ温度上昇はほぼなくなると推測されるが、この
ように、高次のコアモードのレーザ光を除去する場合、図１２および図１３などからわか
るように、曲げ半径の選び方によっては若干の温度上昇(温度勾配)が残存することがある
。しかし、本実施形態に係る第１曲げ部１０２ａａを備えれば、温度上昇の残存分が十分
に低くなることで、多少の曲げ径の変化があったとしても、これに影響されにくいレーザ
装置を得ることができる。
【００８１】
　以上の結果から、第１曲げ半径Ｒ１と第２曲げ半径Ｒ２との関係をＲ１≦Ｒ２とするこ
とで、第２曲げ部１０２ｂにおけるマルチモード光ファイバ１０２の温度上昇を十分に抑
制することができることがわかる。なお、マルチモード光ファイバ１０２の第１曲げ部１
０２ａａよりマルチモード半導体レーザ１０１側に第１曲げ半径Ｒ１より曲げ半径が小さ
い部分があると、その部分が加熱、または、損傷する可能性があるため好ましくない。ま
た、マルチモード光ファイバ１０２の第１曲げ部１０２ａａよりマルチモード半導体レー
ザ１０１側における最小の曲げ半径をＲ０、第１曲げ半径をＲ１、第２曲げ半径をＲ２、
としたときに、Ｒ１＜Ｒ０とすることにより、マルチモード光ファイバ１０２の第１曲げ
部１０２ａａよりマルチモード半導体レーザ１０１側における加熱、損傷が防止される。
さらに、Ｒ１≦Ｒ２＜Ｒ０が成り立つことによって、Ｒ０≦Ｒ２の場合よりもマルチモー
ド光ファイバ１０２の取り回し性が更に向上でき、より好ましい。
【００８２】
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　ここで、上記の実験結果からマルチモード光ファイバにおける光の伝搬について考察す
る。図１４は、マルチモード光ファイバにおける光の伝搬の様子を表す説明図である。図
１４に示すように、コア部２０１と、クラッド部２０２と、被覆部２０３とを備えるマル
チモード光ファイバに、レーザ光が入力されるとする。すると、入力されたレーザ光は結
合する角度によって、マルチモード光ファイバ内における伝搬モードが決まる。まず、レ
ーザ光Ｌ１は、コア部２０１に結合したコア部２０１を伝搬するコアモードの光である。
一方、レーザ光Ｌ２は、クラッド部２０２に結合したクラッド部２０２を伝搬するクラッ
ドモードの光である。これまで、マルチモード光ファイバに高強度の光を入射した場合に
、マルチモード光ファイバが加熱、または、損傷する原因は、レーザ光Ｌ２のようなクラ
ッドモードで伝搬する光であると考えられていた。
【００８３】
　しかしながら、本発明者らの実験結果のたとえば図６の結果は、マルチモード光ファイ
バが加熱、または、損傷する原因は、レーザ光Ｌ２のようなクラッドモードで伝搬する光
だけではないことを示している。そこで、本発明者らは、上記の実験結果から、マルチモ
ード光ファイバが加熱、または、損傷する原因は、レーザ光Ｌ３のようなコア部２０１に
結合したコアモードの光であるが、高次のコアモードの光であると想定している。高次の
コアモードの光は、曲げ損失が大きく、マルチモード光ファイバを曲げるとコア部２０１
から容易に漏れ得る光である。
【００８４】
　レーザ光Ｌ３のような高次のコアモードの光は、マルチモード光ファイバをより小さい
曲げ半径で曲げるほど、より次数の低いコアモードの光までコア部２０１から漏れると考
えられる。したがって、第１曲げ半径Ｒ１と第２曲げ半径Ｒ２との関係について、Ｒ１≦
Ｒ２が成り立つようにすることで、漏洩した高次のコアモードの光を光除去部で効果的に
除去でき、かつ光除去部に放熱部を設けたことによって、除去した光のエネルギーを効果
的に放熱処理することができる。このとき、たとえば、レーザ装置のある位置で許容曲げ
半径Ｒｍｉｎでマルチモード光ファイバを配置したい場合、マルチモード光ファイバを許
容曲げ半径Ｒｍｉｎで曲げる部分よりも入力側（励起レーザ側）に、許容曲げ半径Ｒｍｉ

ｎ以下の曲げ半径でマルチモード光ファイバを曲げ、かつ、マルチモード光ファイバが損
傷しないよう放熱部を備えた光除去部を設けるようにしてもよい。
【００８５】
　以上説明したように、本実施の形態に係るレーザ装置１００は、マルチモード光ファイ
バを、所定の曲げ長さ、かつ、所定の第１曲げ半径で曲げる第１曲げ部と、第１曲げ部に
おいて被覆部の外側に形成されマルチモード光ファイバの熱を放熱する放熱部と、を備え
る光除去部と、光除去部と光合波器との間に配置され、マルチモード光ファイバを所定の
第２曲げ半径で曲げる第２曲げ部と、を備え、マルチモード光ファイバの第１曲げ部より
マルチモード半導体レーザ側における最小の曲げ半径をＲ０、第１曲げ半径をＲ１、第２
曲げ半径をＲ２、とすると、Ｒ１≦Ｒ２かつＲ１＜Ｒ０であることを特徴とする。
【００８６】
　なお、上述した実施の形態において、レーザ装置１００は、光合波器４０を希土類添加
光ファイバ６０の前段に配置した前方励起型のレーザ装置として記載したが、本発明はこ
れに限られず、光合波器４０を希土類添加光ファイバ６０の後段に配置した後方励起型の
レーザ装置、光合波器４０を希土類添加光ファイバ６０の前段、後段それぞれに配置した
双方向励起型のレーザ装置、またレーザ発振部の後段にそのレーザ発振部から出力される
レーザ光を増幅するための光ファイバアンプとして、光合波器４０と希土類添加光ファイ
バ６０とを配置し、さらに光合波器４０とマルチモード光ファイバ３０で接続された励起
レーザ部２０を設けた構成を有するＭＯＰＡタイプ等、各種の高出力なレーザ光を出力す
る光源と、そのレーザ光を入力するマルチモード光ファイバとを備えたレーザ装置に適用
することができる。
【００８７】
　また、上述した実施の形態において、放熱体は板状部材であり、第１曲げ部は、板状の
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。図１５は、変形例に係る励起レーザ部の放熱部の模式的な構成図である。図１５に示す
ように、放熱部３１１の放熱体３１１ａは、円筒状部材であり、第１曲げ部３１１ａａは
、この円筒の外周により構成されており、マルチモード光ファイバ３０－１が円筒状の放
熱体３１１ａの外周に巻き付けられる構成であってもよい。さらに、マルチモード光ファ
イバ３０－１は、放熱材３１１ｂにより第１曲げ部３１１ａａの外周に固定されている。
なお、図１５においては、図の煩雑さを避けるため、マルチモード光ファイバ３０－１の
１本のみを記載しているが、他のマルチモード光ファイバ３０－２、３０－３が放熱体３
１１ａの外周に巻き付けられていてもよい。また、他のマルチモード光ファイバ３０－４
～１２は、他の円筒状の放熱体の外周に巻き付けられていてもよい。このように、第１曲
げ部は、マルチモード光ファイバを曲げることができる構成であれば、特にその構造は限
定されない。
【００８８】
　また、上記実施の形態により本発明が限定されるものではない。上述した各構成要素を
適宜組み合わせて構成したものも本発明に含まれる。また、さらなる効果や変形例は、当
業者によって容易に導き出すことができる。よって、本発明のより広範な態様は、上記の
実施の形態に限定されるものではなく、様々な変更が可能である。
【産業上の利用可能性】
【００８９】
　以上のように、本発明に係るレーザ装置および光ファイバレーザは、高出力のレーザ光
を用いる用途に有用である。
【符号の説明】
【００９０】
　１０　基板
　１１、３１１　放熱部
　１１ａ、３１１ａ　放熱体
　１１ａａ　溝
　１１ｂ、３１１ｂ　放熱材
　２０　励起レーザ部
　２１－１～１２、１０１　マルチモード半導体レーザ
　３０、３０－１～１２、１０２　マルチモード光ファイバ
　３０ａ－１～４、１０２ａ　光除去部
　３０ａａ－１～４、１０２ａａ，３１１ａａ　第１曲げ部
　３０ｂ、１０２ｂ　第２曲げ部
　４０　光合波器
　５０、７０　ダブルクラッド光ファイバ
　５０ａ、７０ａ　ＦＢＧ
　６０　希土類添加光ファイバ
　８０　融着接続部
　９０　シングルモード光ファイバ
　１００　レーザ装置
　１０３　パワーメータ
　２０１　コア部
　２０２　クラッド部
　２０３　被覆部
　Ｒ１　第１曲げ半径
　Ｒ２　第２曲げ半径
　Ｌ１、Ｌ２、Ｌ３　レーザ光
　ＬＯ　レーザ発振部
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